
 

宝木地区 

Ⅰ 協議体の概要 

 会議名 支え合い会議 

 設置年月日 平成３１年４月２９日 開催頻度 ４回／年 

 構成団体（◎：事務局） 

 
○ 自 治 会 連 合 会 ○ まちづくり協議会 ○ 民生委員児童委員協議会 ◎ 地区社会福祉協議会  

○ 老人クラブ連合会 ○ 福祉協力員連絡会  健康づくり推進員会  第２層生活支援コーディネーター  

 
○ 市社会福祉協議会 ○ 地域包括支援センター ○ その他（              ） 

 設置方式 

 
○ 新規設置  既存会議活用（           ）  ケア会議活用 

 設置要綱・会則等の有無 有 ・ 無 

 設置までの経緯 

 時 期 内 容 

 
平成２９年 

  ～３０年 

地域ケア会議（メンバー：単位自治会長，民児協会長，民生委員，包括等） 

→ 地域包括ケアシステムや第２層協議体の取組について共通理解を図るとともに，

地域の課題について検討を行った。 

 
平成３０年９月 

各単位自治会に，自治会長を長とした「ふれあい福祉の会」を設立 

活動内容：一人暮らし高齢者等の把握と見守り，生活支援活動，地域福祉活動 

 

平成３１年３月 

支え合い会議設立準備会

（メンバー：地区社協，自治会連合会，ふれあい福祉の会，民児協，福祉協力員連絡会，老人クラブ等，第２層協議体構成団体）

→ 第２層協議体設置に向け，メンバー構成や協議する内容，地域住民の役割等につ

いて検討を行った。 

 
４月 第２層協議体設置 

 協議体における検討内容（協議体で取り組んできたこと，議論してきたこと） 

 
地域情報の共有， 

課題やニーズの把握について 

・ ふれあい福祉の会や各参加団体からの情報提供 

・ 各地域団体から得た情報をもとに，意見交換を行うことによ

り，地域の課題を把握 

 

支え合い活動について 

（見守り活動，居場所づくり，生活支援ボランティア等）

・ 見守り活動の継続実施 

・ 介護予防・日常生活支援総合事業におけるサービスＢ（住民

主体型サービス）について意見交換 

・ ふれあい・いきいきサロンの充実に向けた議論 

 

その他 

・ 「宝木支え合い通信」の発行 

・ 「支え合い会議」の活動基盤となる「ふれあい福祉の会」を

単位自治会に設立し，福祉活動を実施 
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Ⅱ 取組事例 

 【地域における見守り体制の整備】�

�

 ふれあい福祉の会（単位自治会）で実施している見守り活動について，活動状況や課題などについて，

支え合い会議で共有し，地域ぐるみの見守りを行う体制としている。 

 

【見守り活動の内容】 

６５歳以上の見守りが必要な高齢者について，生活状況など 

から，以下のランクに振り分けて，自治会が中心となり，見 

守り活動を推進している。 

 

 ① 一人暮らしの高齢者の把握 

② 対象者の見守りランク付け 

    Ａ：心配ない，Ｂ：やや心配， 

Ｃ：心配・見守り強化，Ｄ：行政対応 

 ④ ランク別の見守り等の対応 

Ｂ・Ｃ対象者の担当指名等による積極的見守り活動の実施 

 

 

 

 効果（検討中の場合は，期待する効果） 

  高齢者の生活状況等に応じた見守りの優先度や，ランクに応じた具体的な見守り方法などを整理し，

地域内で方針を共有することにより，地域ぐるみの見守り体制を構築できた。 

�

 【「宝木支え合い通信」の発行】�

� 内 容： 

支え合い会議の結果（地区全体の見守り対象者数や 

活動事例等）をまとめ，会議構成員をはじめ，各自治 

会員等に配布することにより，「地域情報」を共有して 

いる。 

 

 

 

 

 

 

 効果（検討中の場合は，期待する効果） 

 会議結果の情報共有を行うことで，メンバーの更なる共通理解に繋がった。 

 

Ⅲ 協議体を設置して，良かったこと 

ふれあい福祉の会や各参加団体間での情報共有を図ることにより，既存の取組内容が精査されるとともに，

地域で高齢者が安心して暮らし続けるための新規の取組に向けた意見交換ができた。 

Ⅳ 今後の方向性 

 ・ 見守り活動による，老々世帯，認知症在宅世帯，災害時要援護者の継続的把握，要生活支援者の早期発

見と必要な支援の実施 

・ 自治会のいきいきサロンなど，居場所づくりの構築による更なる介護予防活動の推進 

発 行：No. １：令和元年 ９月 

    No. ２：令和元年１２月 

No. ３：令和２年 ３月 

 No. ４：令和２年 ９月 

No. ５：令和２年１２月 

No. ６：令和３年 ６月 

【宝木支え合い通信】 

ふれあい福祉の会（単位自治会）の見

守り状況をまとめた様式を活用し，情

報を集約・共有している。 

No. ７：令和３年 ９月 

No. ８：令和３年１２月 

No. ９：令和４年 ２月 

No.１０：令和４年 ５月 

No.１１：令和４年 ８月 

No.１２：令和４年１１月
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中央地区 

Ⅰ 協議体の概要 

 名   称 中央地区ささえ愛協議会 

 設置年月日 令和４年８月３日 開催頻度 ６回／年 

 構成団体（◎：事務局） 

 ○ 自 治 会 連 合 会 ○ まちづくり協議会 ○ 民生委員児童委員協議会 ◎ 地区社会福祉協議会 

 老人クラブ連合会 ○ 福祉協力員連絡会  健康づくり推進員会  第２層生活支援コーディネーター  

 
○ 市社会福祉協議会 ○ 地域包括支援センター ○ その他（体育協会） 

 設置方式 

 
○ 新規設置  既存会議活用（         ）  地域ケア会議活用 

 設置要綱・会則等の有無 有 ・ 無 

 設置までの経緯 

 時 期 内 容 

 
平成３０年 ～ 

地域ケア会議（メンバー：地区社協，自治会連合会，まち協，民児協，福祉協力員連絡会，市社協，包括等 ） 

 → 地域包括ケアシステムや第２層協議体の取組等について共通理解を図った。 

 
平成３１年３月 

合同研修会（参加者：自治会長，民生委員，福祉協力員等） 

 → 地域包括ケアシステムについて共通認識を図った。 

 

令和元年 ５月 

地域ケア会議（メンバー：地区社協，自治会連合会，まち協，民児協，福祉協力員連絡会，市社協，包括等） 

 → 第２層協議体設置に向けた方針等，コアメンバーにて打合せを行い整理する

ことについて合意形成 

 
    １１月 

コアメンバー会議（メンバー：地区社協，自治会連合会，まち協，民児協，市社協，包括等）

 → 第２層協議体設置に向けた今後の工程等について，共通認識を図った。 

 

１２月 

コアメンバー会議（メンバー：地区社協，自治会連合会，まち協，民児協，市社協，包括等）

 → 協議体設置に向けた勉強会開催や，他地区の取組事例を踏まえた中央地区に

おける今後の取組の方向性について検討 

 
 令和４年 ６月 

地域ケア会議（メンバー：地区社協，自治会連合会，まち協，民児協，市社協，包括等 ）

 → 取組の創出に向けた検討組織の設置に合わせ提案することについて合意形成 

 
８月 第２層協議体設置 

 協議体における検討内容（協議体で取り組んできたこと，議論してきたこと） 

 地域情報の共有， 

課題やニーズの把握について 

・ 敬老会対象者に実施した，日常生活における困り事に関する

アンケート調査結果の情報共有 

 支え合い活動について 

（見守り活動，居場所づくり，生活支援ボランティア等）
・ アンケート調査結果を踏まえた取組の検討 
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Ⅱ 取組事例 

 【敬老会参加者を対象としたアンケート調査の結果を踏まえた取組の検討】�

� 【高齢者の困り事に関するアンケート調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果（検討中の場合は，期待する効果） 

・ アンケート結果を踏まえて意見交換することにより，中央地区における地域課題や今後の協議体の

取組について検討することができた。 

 

Ⅲ 協議体を設置して，良かったこと 

・ 各地域団体間での情報共有及びアンケート調査結果の共有を行ったことにより，地域の困りごと等につい

て把握することができ，困り事解決に向けた取組について意見交換することができた。 

Ⅳ 今後の方向性 

・ アンケート調査結果を踏まえた具体的な取組の検討・実施 

 

◆ 対 象：敬老会対象者 

◆ 方 法：敬老会のはがきにアンケートを掲載し郵送（記名式） 

◆ 目 的：日常生活上の困り事について把握するもの 

◆ 結 果：  

・ 回答数１２７名 

・ 回答者のうち，約４割が「困り事がある」と回答 

・ 困っていると回答した方が多かったのは，以下の項目のとおり

となった。 

 「電球の交換」，「銀行・病院に行く（送迎）」，「買い物代行」， 

「日常の清掃」，「話し相手」 

 

 

◆調査結果を踏まえた取組の検討 

 ・ 定期的に困り事を把握するための窓口の設置 

 ・ ちょっとした困りごとに対応するための生活支援システム 

 ・ 買い物難民に向けた移動販売車の活用         等 
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中央地区地域包括ケアシステム第２層協議体 

中央地区ささえ愛協議会会則 
（⽬的） 
第１条 中央地区において、 齢者をとりまく課題を把握し、地域住 の で解決できるこ

とを検討することにより、⾼齢者の⽣活⽀援・介護予防の充実や社会参加を推進す
るための体制整備を図ることを⽬的とする。 

 
（名称） 
第２条 中央地区地域包括システム第２層協議体の名称を「中央地区ささえ愛協議会」とす

る。（以下本協議会という） 
 
（事務所） 
第３条 本協議会事務所を、中央地域コミュニティセンター内に置くものとする。 
 
（組織） 
第４条 本協議会は、設⽴の趣旨、⽬的に賛同する地域活動団体等および個⼈により組織す

るものとし、設⽴時における団体等は、別表第１のとおりとする。 
 
（事業） 
第５条 本協議会は、次に掲げる事業を⾏うものとする。 

（１） 地域の情報収集と共有化の推進 
（２） 各⾃治会における⾒守り等の仕組みづくり、⼈材発掘の推進 
（３） 地域課題やニーズ把握のための調査、アンケート等の実施 
（４） ⼀⼈暮らし⾼齢者⽀援に係る意識啓発、⾼揚のための研修会等の実施 
（５） その他本協議会の⽬的達成のために必要な事業 

 
（会議） 
第６条 本協議会の会議は、全構成団体等の出席による合議制とする。 
２ 会議は、定例会及び臨時会とし、会 が招集する。 
３ 定例会は、次の事項を審議する。 

（１） 事業計画案、予算案 
（２） 事業報告、予算報告 
（３） 役員の選任 
（４） その他協議会の運営に関する重要な事項 
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（役員） 
第７条 本協議会に次の役員を置くものとする。 

（１） 会 （中央地区社会福祉協議会会 をもって充てる） 
（２） 副会 （中央地区社会福祉協議会副会 をもって充てる） 
（３） 事務局  
（４） 会計 
（５） 監事（中央地区社会福祉協議会監事をもって充てる） 

２ 役員の任期は、所属団体の任期とする。 
 
（会計年度） 
第８条 本協議会の会計年度は、４⽉１⽇から翌年３⽉３１⽇までとする。 
 
（補則） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、本協議会の運営に必要な事項は会議において定め

るものとする。 
 
付 則 
この会則は、令和４年８⽉３⽇から施⾏する。 
 
 
 
（別表第１） 

中央地区連合⾃治会 
中央地域まちづくり推進協議会 
中央地区社会福祉協議会 
中央地区  委員・児童委員協議会 
中央地区福祉協⼒員連絡会 
地域包括⽀援センター御本丸             
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富屋地区 

Ⅰ 協議体の概要 

 名   称 富屋地区ふれあい協議体 

 設置年月日 令和４年４月９日 開催頻度 ４回／年 

 構成団体（◎：事務局） 

 
○ 自 治 会 連 合 会  ◎ まちづくり協議会 ○ 民生委員児童委員協議会 ○ 地区社会福祉協議会 

○ 老人クラブ連合会 ○ 福祉協力員連絡会  健康づくり推進員会  第２層生活支援コーディネーター 

 
○ 市社会福祉協議会 ○ 地域包括支援センター  その他（         ） 

 設置方式 

 
 新規設置 ○ 既存会議活用（まちづくり連絡協議会 保健福祉部会）  地域ケア会議活用 

 設置要綱・会則等の有無 有 ・ 無 

 設置までの経緯 

 時 期 内 容 

 

平成３０年 

 ～ 令和２年 

地域ケア会議（メンバー：まち協，自治会連合会，地区社協，福祉協力員連絡会，民児協，老人クラブ，市社協，包括等） 

→ 地域包括ケアシステムや第２層協議体について共通理解を図るとともに，各地

域団体間で情報共有をし，地域課題の導出や第２層協議体設置に向けた意見交換

を行った。 

 

令和元年 ７月 

市出前講座「みんなでつくろう！地域包括ケアシステム」（参加者：各自治会長及び老人会等）

→ 地域包括ケアシステムについて共通認識を図り，地域でできることについて意

見交換を行った。 

 
令和３年 ５～６月 

まちづくり連絡協議会（まちづくり協議会） 保健福祉部会・役員会 

→ 第２層協議体の設置イメージ（案）について共有 

 
～令和４年 ３月 

第２層協議体設立に向けての準備会（参加者：まち協，自治会連合会，地区社協，福祉協力員連絡会，民児協，老人クラブ，包括等） 

→ 富屋地区第２層協議体の規約（案），事業計画（案）等について検討 

 
令和４年 ４月 

まちづくり連絡協議会総会 

 → 第２層協議体設置 

 協議体における検討内容（協議体で取り組んできたこと，議論してきたこと） 

 

地域情報の共有， 

課題やニーズの把握について 

・ 各団体からの課題報告をもとに意見交換 

・ 地域課題について，緊急性や重要性を考慮した上で，優先順

位を整理 

・ 他地区における活動事例の情報共有 

 

支え合い活動について 

（見守り活動，居場所づくり，生活支援ボランティア等）

・ 一人暮らし高齢者を対象とした「ふれあい会食会」のコロナ

禍におけるあり方の検討 

・ 地域内における見守りの強化について検討 

・ サロンや自主グループ等，既存の居場所の充実に向けた検討
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Ⅱ 取組事例 

 【まちづくり連絡協議会及び地域ケア会議と連携した重層的な仕組みづくり】 

�

 【富屋地区ふれあい協議体の推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 【「ふれあい会食会」を通した居場所づくり】 

 【一人暮らし高齢者を対象とした「ふれあい会食会」】 

６５歳以上一人暮らし高齢者を対象とした「ふれあい会食会」を，居場所づくりの一環として継続的

に実施してきた。 

今後，第２層協議体において，コロナ禍においても継続できるような新しい実施方法を検討する予定。

また，「ふれあい会食会」の質向上を目的としたアンケート調査もあわせて検討予定。 

 

 効果（検討中の場合は，期待する効果） 

 
・ 既存の居場所事業について，各地域団体間でコロナ禍における継続方法等の検討を行うことを通し

て，更なる活動の充実につながる。 

 

Ⅲ 協議体を設置して，良かったこと 

・ まちづくり協議会や連合自治会，地区社会福祉協議会，老人クラブなど，多様な関係者が関わることによ

り，地域の取組について各団体間で情報共有を行うことができた。 

Ⅳ 今後の方向性 

・ コロナ禍における「ふれあい会食会」の実施方法に関する検討・実施 

・ 地域課題・ニーズの把握を目的としたアンケート調査の検討・実施 

 

第２層協議体設置にあたり，地域ケア会

議と第２層協議体の役割について整理を行

った。 

また，まちづくり連絡協議会の「保健福

祉部会」を第２層協議体に位置付けること

により，重層的な体制としている。 

 

［まちづくり連絡協議会］ 

第２層協議体から提案された取組を審議 

［第２層協議体］ 

地域ケア会議にて導出された地域課題を

もとに，地域でできる取組を検討 

［地域ケア会議］ 

包括への相談を踏まえ，個別ケースから

地域課題を導出 
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富屋地区ふれあい協議体 規約     

 

（名 称） 

第１条 本協議体は，富屋地区ふれあい協議体（以下，「協議体」という）とし，事務

所を富屋地区市民センター内に置く。 

 

（目 的）  

第２条 協議体は、国及び宇都宮市が提唱する、住民主体の地域包括ケアシステムを施

行するにあたり、第２層協議体として組織化し、住み慣れた地域内で生涯を全

うし、「お互い様の心」で日常生活を送るため、「みんなで 仲良くやっぺ ふ

るさと富屋」を合言葉に、地域で助け合い、支えあうことにより、安心して生

活ができることを目的とする。 

 

（組 織・構成団体） 

第３条 協議体は、富屋地区まちづくり連絡協議会の保健福祉部会構成員を中心に、次

の組織をもって構成する。 

（１） 富屋地区まちづくり連絡協議会 

（２） 富屋地区連合自治会 

（３） 富屋地区社会福祉協議会 

（４） 富屋地区福祉協力員連絡会 

（５） 富屋地区民生委員児童委員協議会 

（６） 富屋地区老人クラブ連絡協議会 

（７） 富屋・篠井地域包括支援センター 

（８） 協議体の目的を理解し賛同する個人及び団体 

  （オブザーバー） 

   宇都宮市支援組織 

 

（活 動） 

第４条 協議体は、第２条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

（１） 地域内における、生活上での課題把握と課題解決のため、情報収集と対応策

を検討する。 

（２） 地域内の理解を深めるため、広報等により周知を図る。 

（３）その他、協議体の目的達成に必要な事項。 

 

（役員及び任期） 

第５条 協議体に次の役員を置く。 
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（１）会長       １名 

 （２）副会長      ２名 

（３）理事       ２名 

（４）事務局長     １名 

（５）会計       １名 

（６）監事       １名 

 

  役員の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。 

  また、補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（役員の選任） 

第６条 役員の選任方法は、協議体の互選により選出する。 

 

（役員の職務） 

第７条 役員の職務は、次の通りとする。 

（１） 会長は、協議体を代表し、会議を招集して会務を務める。 

（２） 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代理する。 

（３） 理事は、会長の招集する会議において、重要案件を協議する。 

（４） 事務局長は、協議体の事務処理及び生活上の課題把握と課題解決に向け対応

にあたる。 

（５） 会計は、協議体の会計事務にあたる。 

（６） 監事は、会計の監査をし、必要なときは報告する。 

 

（会 議） 

第８条 会議は、４半期に１回とする。会長が必要と判断した場合は、この限りでない。 

    すべての会議は、出席者の過半数の議決で成立し、可否同数の場合は、議長の 

    決するところによる。議長は会長が務める。 

 

（会議の報告） 

第９条 会議の開催前及び会議の終了後は、所定の書式で宇都宮市へ報告書を提出する。 

 

（協議体活動と守秘義務） 

第１０条 協議体の構成委員は、次の事項を遵守しなければならない。 

（１） 協議体活動は、支援を必要とする人の立場に立って対応し、支援を望んで

いない人に支援を強制してはならない。 

（２） 協議体活動においては、相手のプライバシーを尊重しなければならない。 
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（３） その立場を利用して行われていると見られるような、政治活動・宗教活動・

営業販売活動等を行ってはならない。 

（４） 協議体活動で、知り得た個人情報等の秘密を、活動中はもちろん、活動後

も他に漏洩してはならない。 

 

（会計年度と経費） 

第１１条 協議体の会計年度と経費は、次の通りとする。 

（１） 会計年度は、毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日をもって終わる。 

（２） 経費は、宇都宮市の委託費、その他の収入を充てる。 

 

（補 則） 

第１２条 この規約に定めるもののほか必要な事項は,正副会長で定める。 

 

（附 則） この規約は、令和４年４月９日から施行する。 
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